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■事務事業の概要（実施内容）

■事務事業の業績・推移（目標・実績）

■事務事業に係るコストの業績（目標・実績）

Ａ

Ｂ

人

備考
平成27年4月1日現在
人口39,866人
平成28年4月1日現在
人口39,358人

活動指標１単位当た りコ スト 53 120
市 民 一 人 あ た り の コ ス ト 2,007 4,750

Ａ　　＋　　Ｂ 80,013,573 186,942,204
単
位
コ
ス
ト

活動指標の説明 電算処理件数 電算処理件数

職 員 平 均 人 件 費 ① 5,868,445 5,969,636
従 事 し た 割 合 ② 4.00 4.07

人件費　① × ② 23,473,780 24,296,419

その他 3,647,000

115,805,000

財
源
内
訳

国県支出金 21,689,000 10,116,000
地方債 89,900,000

全
体
コ
ス
ト
（

円
）

関
連
事
業
費

直接事業費 56,539,793 162,645,785 237,724,000

一般財源 34,850,793 58,982,785

（単位：円）
27年度決算 28年度決算 28年度予算 29年度予算

実績

計画

実績 350,650 338,763
HPアクセス件数
（接続回数）

件
計画

実績 307,164 300,019

実績 863,818 925,495

異動件数 件
計画

Ｈ30 指標の説明

マスタ件数 件
計画

活
動
実
績
・
参
考
と
な
る
指
標

指標名 単位 Ｈ27 Ｈ28 H29

実　績 1,521,632 1,564,277件

目　標 1,521,632 1,564,277

達成度 100.0% 100.0%

Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30
目標年度

目標値
成
果
指
標

指標名 指標の説明
指標化できない成果

電算処理件数 マスタ件数、異動件数、HPアクセス件数

単位 Ｈ27

事業の内容
（内容・手法等）

（どういった仕事の内容で、どのような手法・手順で実施しているか）

　各担当課に必要な情報を正確かつ迅速に提供できるように情報の蓄積・更新処理を実施、各種業務における情報を加工し一覧表等を作
成することで各担当課の業務遂行をサポート、情報セキュリティ対策としてＩＣＴ進展状況に合わせたセキュリティポリシーの点検及び
機器の保守、番号制度をはじめとする制度改正等によるシステム改修、市政情報等を発信するためのホームページ管理システムの保守管
理等を実施している。

事業の背景
（経緯等）

（事業開始の背景やこれまでの経緯）

　地方公共団体において、昭和40年代から事務処理に電子計算機が導入されるようになり、本市では昭和54年度にホストコンピュータ
を導入し、平成24年度からはクライアントサーバシステムへ移行している。また、平成8年に市のホームページを開設し、平成13年
度、平成21年度、平成28年度に大規模なリニューアルを行った。

事業の対象

（誰の、何のために事業を実施するのか）

　全市民、法人等

事業の目的
（意図）

（事業実施によってどういう状態にしたいのか）

　住民情報や税情報等を扱う基幹系システム、情報連携等に利用されるLGWAN（総合行政ネットワーク）系システム、情報収集や市民
への情報発信に利用するインターネット系システムにおいて、各種サービスを円滑に運用するためにシステムの改修及び整備、機器や情
報資産の保守管理、外部攻撃や情報漏洩等から資産を守る情報セキュリティ対策等を行い、電算システムの安定的な運営を維持する。

情報管理費
情報管理費（繰越明許） 事業

電算システム管理運営事業
電算システム管理運営事業（繰越）

開 始 年 度 昭和54 年度 根拠法令・要綱等
住民基本台帳法、行政手続における特定の個人を識別するための番号
の利用等に関する法律、地方税法、本市条例等

事業の実施主体 市（委託・補助事業含む） 事 業 区 分 経常事業

事 業 予 算 費 目
款 総務費 項 総務管理費

目

②効率的な行政運営 内 線 等
小項目 ２．行政運営における効率的・効果的なＩＴの活用 E-mail

事務事業名
電算システム管理運営事業（地方公共団
体情報セキュリティ強化対策事業含む）

担当課係 電算管理課

総 合 計 画 上
の 位 置 付 け

大項目 ３．「信頼」のまちづくり 記 入 担 当 者
中項目

平成28年度小松島市事務事業評価シート

■事業の位置づけ（基本事項） 整 理 番 号 2 5 1
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■事業を取り巻く環境

■項目別評価・今後の課題

○ ①

②

③

④

○ ①

②

③

④

○ ①

②

③

④

①

○ ②

③

④

○ ①

②

③

④

■一次評価（評価点は目安とし、総合的な評価をすること）

1

2

3

4

5

■改善・効率化の方向性　※一次評価の判定が３の時は、必ず記入すること。
【具体的な改善等取組内容（方向性・対象・手段等について記述】

■二次評価（所管担当の一次評価を、総合評価し判定すること）
1

2

3

4

5

2

改 善 ・ 効 率 化 し 継 続

終 期 設 定 し 終 了

完 了 ・ 休 止 ・ 廃 止

1
完 了 ・ 休 止 ・ 廃 止 19 点 以 下

評　　価
事
務
事
業
の
方
向
性

拡 充 す る

判
定
説
明

個人情報や行政情報を守ることは必須であり、本市電算システムの安定かつ円滑な運用を図る
必要がある。そのため、職員の情報リテラシーの向上と、機器更改の際には、機密性・可用性・
完全性の確保も配慮した機器及びシステムを導入することが求められる。

現 状 の ま ま 継 続 す る

現 状 の ま ま 継 続 す る 60 ～ 79 点
　基幹系・ＬＧＷＡＮ系・インターネット系の各システムの運
用管理に努めるとともに、これらの情報資産及びシステムを
様々な脅威から守るため、引き続き情報セキュリティ対策を講
じ、市民の財産である情報資産を守り業務の安定化を図ってい
く。

2

改 善 ・ 効 率 化 し 継 続 40 ～ 59 点 評価点 93

終 期 設 定 し 終 了 20 ～ 39 点

今後の課題

電算の活用は自治体事務に必須であり、今後も適切な運用に努めつつ、進歩するＩＣＴ技術を活用し、より効率的なシステ
ムに最適化する必要がある。また、システムを安定稼働させるため、計画的な機器及びシステムの更改が求められる。

評 価
事
務
事
業
の
方
向
性

拡 充 す る 80 点 以 上 評価点による
判 定

判
定
に
至
っ

た
理
由

成　果
（目的の達成状況）

成果が上がっている
　基幹系システムにおいては、各担当課の要求に十分に対応し、間接的に市民
サービスにつながっている。また、基幹系・ＬＧＷＡＮ系・インターネット系
の各システムにおいて、ソフト・ハードの両面からセキュリティ対策を実施す
ることで、番号制度の運用開始に備えた。

どちらかといえば上がっている

どちらかといえば上がっていない

成果は上がっていない

　恒常的事業のため緊急性はないが、今後、番号制度の利用範囲が拡大される
ことにより、情報セキュリティ対策については迅速な対応が必要。

比較的緊急性がある

緊急性が低い

緊急性はない

非効率的

緊急性
（他事業に優先し、実施する必
要があるか）

緊急性が高い

効率性
（事業の手法は効率よいが、コ
スト削減の余地はないか）

効率的である

　システム運用及び開発について、最低限の人員で対応しており、これ以上の
効率化は重大なリスクを伴うが、ＩＣＴ技術の進歩によるシステムの最適化を
模索し、安全で効率的な運用を目指す。

どちらかといえば効率的

どちらかといえば非効率的

妥当性
（市で行わなければならない
か）

市が行わないといけない

　住民基本情報、市税等の個人情報であり市でないと扱えない。
どちらかといえば市で実施

必然性が低い

必然性がない

どちらかといえば必要性がある

必要性が低い

必要性がない

評価項目 評価結果（該当にチェック）
判断理由・評価コメント

（具体的に記入すること）

必要性
（市民ニーズ）

必要性が高い

　住民基本台帳ネットワーク、番号制度の運用をはじめ、住民情報等を記録・
保護・利用するため不可欠である。

国・県・他団体の動向や
環 境 変 化 と 今 後 の 予 測

（社会状況、法改正、規制緩和、周辺の状況等や今後の予測）

　ＩＣＴ施策は、情報技術の進歩によりＳＮＳやオンラインサービス、クラウドなどの新技術を利用しながら今後も発展して
いくと思われる。また、番号制度の利用範囲が拡大するに伴い、各自治体に対し一層の情報セキュリティ対策強化が求められ
る。

事業に対する住民の意見

（意識調査・議会質疑等、事業に対する期待・要望・苦情など）

　市民からは、番号制度の運用に伴いセキュリティ強化を求める声がある。
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